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株式会社ジャックスとの資本業務提携に向けた基本合意書締結に関するお知らせ 
 

 

当社は、本日開催の取締役会において、株式会社ジャックス（以下「ジャックス」という。）との間で、資本業務

提携に向けた基本合意書（以下「本基本合意」という。）を締結することを決議し、本日付で締結しましたので、

下記のとおりお知らせします。 

 

記 

 

１．本基本合意の背景及び目的 

 当社は、保証サービスとテクノロジーを掛け合わせた事業を展開しており、延べ 4,000 社の住宅事業者に対し

てアフターサービスの構築・運用支援およびデータベースマーケティング支援を提供しているほか、SaaS をはじめと

するシステム開発も手掛けています。またジャックスは、全国の住宅リフォーム事業者と連携し、リフォームローンを

提供しています。拠点ネットワークの全国展開によるきめ細やかな加盟店サポートに加え、オンラインでのローン申

込受付など顧客利便性の高いサービス体制を整えています。 

本合意により、両社の強みを活かし、住宅リフォーム領域におけるプラットフォームの共同開発および保証サー

ビスの提供を通じて、新たな価値の創出を目指してまいります。 

 

(1) 住宅業界の DX 化に向けたプラットフォームの共同開発 

 住宅業界においては、DX 化への対応が業界全体の課題となっています。当社では、リフォームビジネス向け

SaaS として、施工の見積書・契約書の受発注から決済までを完全オンライン化するプラットフォームを開発・運

用しています。 

このプラットフォームを活用し、リフォーム加盟店の業務効率化を目的とした追加機能の開発について、両社間

で協議を進めてまいりました。本機能により、加盟店から顧客へ決済手段をシームレスかつ自動的に案内できる

ようになり、加盟店の業務負担を大幅に軽減するとともに、顧客のスムーズな決済体験を実現いたします。 

 

(2) 保証サービス等の新規領域における協業 

 当社は、前身の日本リビング保証株式会社時代から、保証ビジネスに関する高い知見とノウハウを有していま

す。両社が住宅領域にとどまらず、幅広い領域での保証サービス開発において協業することで、ジャックスはローン

商品の差別化や金利以外の収益拡大を、当社は新規領域の開拓や新商材の拡販を図り、両社の企業成長

につなげてまいります。 



 

 

 

2．本基本合意の内容 

（１）業務提携の内容 

当社が開発・提供するリフォームビジネス向け SaaS をベースとした、住宅リフォーム領域における DX プラ

ットフォームの共同開発、及び当該プラットフォームへの決済サービスの組み込みに向けた検討及び協議を進

めてまいります。 

 

（２）資本提携の内容 

両社の関係強化及び中長期的なパートナーシップ構築を目的として、当社グループが保有する自己株

式をジャックスが引き受ける方法等による資本提携を検討しております。なお、取得価額、取得予定比率等

の詳細については、今後両社間で協議の上、決定してまいります。 

 

3．本提携の相手先の概要 

（1）名称 株式会社ジャックス 

（2）所在地 東京都渋谷区恵比寿四丁目 1 番 18 号 

（3）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 村上 亮 

（4）事業内容 クレジット事業、ペイメント事業、ファイナンス事業、海外事業 

（5）資本金 35,680 百万円 

（6）設立年月日 1954 年 6 月 29 日 

（7）大株主及び持株比率 

   （2025 年 9 月末日現在） 

株式会社三菱 UFJ 銀行                  39.43％ 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 6.44％ 

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 5.32％ 

ジャックス共栄会 3.75％ 

第一生命保険株式会社 3.03％ 

明治安田生命保険相互会社 2.85％ 

ジャックス職員持株会 2.07％ 

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 

505223 

1.49％ 

日本生命保険相互会社 1.31％ 

RE FUND 107-CLIENT AC  1.28％ 

（8）上場会社と当該会社との間の関係 

 資本関係 該当事項はありません。 

 人的関係 該当事項はありません。 

 取引関係 保証料の決済において取引があります。 

 関連当事者への該当状況 該当事項はありません。 

(9)当該会社の最近 3 年間の連結経営成績及び連結財政状態（百万円） 

決算期 2023 年 3 月期 2024 年 3 月期 2025 年 3 月期 

純資産 210,605 238,440 255,809 

総資産 3,575,732 3,777,595 3,806,786 

1 株当たり純資産額（円） 5,883.59 6,637.17 7,142.20 

営業収益 173,506 184,782 190,978 

営業利益 31,678 33,126 25,732 

経常利益 31,769 33,060 25,765 

1 株当たり当期純利益（円） 624.60 685.13 536.11 

1 株当たり配当金（円） 190.00 220.00 190.00 

 

 

 



 

 

4．日程 

取 締 役 会 決 議 日 ：2026 年 5 月 15 日 

基 本 合 意 書 締 結 日 ：2026 年 5 月 15 日 

資本業務提携契約締結日  : 2026 年 8 月中 (予定) 

資 本 業 務 提 携 開 始 日  : 2026 年 8 月中（予定） 

 

5．今後の見通し 

本提携は基本合意段階であり、現時点では当社の業績に与える影響は未定です。 

今後、開示すべき事項が生じた場合には、速やかにお知らせします。 

 

6．その他 

本基本合意の具体的内容につきましては、今後両社間で協議を進め、資本業務提携契約の締結に向け

準備を進めてまいります。 

 

以 上 


